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小特集：自然災害に対する家計の脆弱性と復元力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【調　　査】

家計の脆弱性と回復力

ザンビアの事例

櫻井武司・那須田晃子・木附晃実・三浦憲・山内太郎・菅野洋光

　本論文は，既存研究ではほとんど扱われてこなかったショック後の消費水準の回復に焦点をあて，

回復の有無・速度や回復を促す要因を分析した．ザンビアの南部州で2007年11月から2009年12月
まで実施した家計調査に基づく月次のパネルデータを利用し，消費成長関数を推計し，2007年12月

に発生した大雨の影響を，家計固有のショックによる部分と村落レベルのショックによる部分とに分

けて計測した．調査対象農家を牛や山羊などの家畜保有の多寡で富裕層と貧困層に分割した結果富

裕層では大雨ショックによる消費水準の低下が貧困層よりも顕著であるが，富裕層の方がその後の長
期的（ショック後1年半程度）な回復速度が速いことがわかった．つまり富裕層の方が貧困層より回復

力が強い．他方，貧困層でも消費水準の低一ドが確認できるが，消費水準の有意な回復が見られないた

め，貧困の罠に捕らわれたと考えられる．

JEL　CIassification　Codes；Q12，　Q54，　D12

1．はじめに

　発展途上国の農村部は日常的に様々なリスクにさ

らされている．リスクを緩和する市場や制度が未発

達のサブサハラ・アフリカにおいてはとりわけ，リ

スクの存在が直接的に人々の生活を脅かしている．

そのような環境にあって，農家家計は栽培する農作

物の作目や品種を多様化する，あるいは作付けを空

間的・時間的に分散化するなどの方法によって気象

の変化や病虫害・鳥獣害に由来する収穫変動リスク

を事前に緩和している（櫻井1997；Dercon　2005）．

また，多くの農家家計は，自然環境の影響を比較的

受けにくい非農業部門へも所得源を多様化し，家計

の総所得を安定化させていることが知られている

（Reardon　8’αn992；Ellis　2000）．しかし，こうした

リスクに備えた努力は費用がかかり，しかも完全で

はないため，所得の変動を解消することはできない．

そこで予期せぬ所得の減少を被った農家家計は，貯

蓄や資産の切り崩し，地元や遠隔地における臨時の

農業外就労，贈与の受け取りなど様々な手段を通じ

て所得を確保し，消費水準を一定に維持しようとす

る（Dercon　2002）．したがって，リスクにあふれた

環境にある農家家計であっても，発生したショック

に対処する能力を備えている限り，ショックの影響

は緩和され，消費は平準化される．サブサハラ・ア

フリカの農家家計の持つリスクへの対処能力と消費

平準化については，当該地域の貧困削減という国際

的に重要な政策課題と直接的な関連を持つため，今

までにたくさんの実証的な研究が行われてきた．そ

の結果，病気や事故など特定の農家家計に発生した

ショックについては概ね消費が平準化されているこ

と，旱魅や戦乱のように地域の農家家計が同時に被

るショックの場合でも個々の農家家計はその能力に

応じてある程度ショックを緩和し，部分的に消費が

平準化されていることが明らかにされている（例え

ばHoddinott　and　Harrower　2005；Dercon，　Hoddi－

nott，　and　Woldehanna　2005）．

　しかし，消費平準化に関する既存の研究は，ショ

ックにより消費水準が低下してからもとの水準に回

復するまでに要する時問について十分な注意を払っ

ていない．その背景には，そうした分析を可能とす

るようなデータがなかったという理由が大きく，関

心自体がないというわけではない．家計レベルで消

費平準化をテストするには，ショックの前後少なく

とも2時点にわたるパネルデータが必要であるが，

多くの研究は調査心隔が1年かそれ以上の間隔を置

いたデータを使っている，しかも，年に1回の調査

であっても，消費に関しては回答者の記憶に頼るた

め，．調査時の直前1週間あるいは1ヶ月という短期

間に限ることが多い．このようなデータでは，たと

え2時点の間に消費の低下があっても，2回目の調

査時点ですでに回復していればショックが観察され

ない可能性が高い．したがって，ショックが家計の

経済厚生に及ぼす負のインパクトを過小に評価して

しまうことになる．

　1年よりも短い期間の消費の変動を分析した先行
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図1．脆弱性と回復力の模式図的定義
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derson　6’認（2002）によれば生態学における回復力

は，「工学的回復力（engineering　resilience）」と

轄裡膿膿；糊四四濃平
虫が撹乱を受けた後，元の均衡状態に戻るのに要す

る時間である．ここでは，問題の生態系は特定の安

t t2

t：時間

研究が皆無なわけではない．Paxson（1993）はタイ

の広域で数回にわたって実施された家計調査データ

の実施月が1年にわたって分散していることを利用

して，家計の1ヶ月当たりの消費の季節変動が所得

の季節変動の影響をほとんど受けていないことを示

した．しかし，これは同一家計の消費を追いかけた

ものではなく，消費の季節変動はショックに反応し

た消費の落ち込みと回復を意味しない．他方，Der－

con（2000）はエチオピアで半年ごとに3回採取され

たパネルデータを使っている．同論文は，調査期ご

とに異なる価格や農作業負担をコントロールした上

で，当該期に発生したショックが家計の1ヶ月当た

りの消費を低下させていることを示した．ショック

のタイプ（村落レベルか家計レベルかなど）により消

費減少の程度に違いがあることは論じられているが，

それらのショックが次の期の消費に及ぼす影響は分

析の対象外である．そのため，もっとも大きな消費

減少を引き起こしたとされる地域レベルの少雨の影

響が次の期に及んだのかどうか，また分析では有意

な消費減少が見いだされなかった家計構成員の病気

が半年以内の短い期間でみると影響を持ったのかど

うかなどはわからない，

　そこで本稿は，消費平準化に関して先行研究では

取り上げられてこなかった短期間の消費の落ち込み

と回復を分析の対象とする．その目的で，アフリカ

南部にあるザンビアでおよそ2年間にわたり継続的

に実施した家計調査に基づく月次のパネルデータを

利用する．

2．定義

　まず，本稿が扱う家計消費の脆弱性と回復力につ

いて定義しよう．これはGunderson　6’磁（2002）が

提示した生態学における口復力の概念を消費平準化

に適用したものである（Sakurai　6’認（2010））．　Gun一

定的な均衡状態の近傍にあると想定している．他方，

生態学的回復力は，複数の安定的均衡が存在するこ

とを前提として，生態系への撹乱が，ある均衡から

別の均衡ヘレジームシフトを引き起こす可能性を想

定する．そこで生態学的回復力は，均衡状態にある

生態系がレジームシフトを引き起こさずにとどまれ

る概乱の最大値として定義できる．工学的回復力と

生態学的回復力は，ちょうど経済学における単数均

衡と複数均衡に対応しており，容易に経済学に適用

できよう．

　本稿が分析対象とする家計消費の変動を例にとり，

以．しの定義を図1により模式的に説明する．図1で

縦軸は消費水準，横軸は時間である．時問0からシ

ョックの発生まで，消費水準は。。の均衡状態にあ

るとする．そしてショックの発生により，家計消費

は。。から低下する．この点に関して，図では2つ

のケースを示した．家計Aはショック後に消費水

準が。，。まで落ち込むが，この水準はレジームシフ

トを引き起こす閾値であるαを上回っている．し

たがって，家計Aの消費水準は時間’、より回復を

始め，時問’2でショック前の均衡水準に達する．

図1に示したようにショック後すぐに回復が始まる

とは限らず，消費水準の低下した状態がある程度続

くこともあるであろう．しかし重要な点は，家計

Aは一定の期間（オ2一’1）で消費が元の水準にまで回

復するということである．他方，家計Bはシ。ッ

クの後，消費水準が閾値を下回る嚇にまで下落す

る．この場合，家計Bは消費水準を回復すること

ができず，長く。、うに留まることになる．閾値は貧

困線とは別物であるが，家計Aと家計Bの対比は，

貧困分析における一時的貧困と慢性的貧困の違いに

ちようど当てはまる．仮に貧困線が。。と。、。の問に

あるとすると，家計Aはショックにより一時的に

貧困になりその後貧困から脱したケースであり，家

計Bはショックにより慢性的貧困に陥ったケース

である．

　図1に基づくと，感受性（sensitivity），脆弱性

（vulnerability），工学的回復力，生態学的回復力は

次のように定義できる．まず，感受性は1単位の外
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図2．ザンビアの農業生態区分と調査対象地
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注）　1961年から1990年の降水量データに基づきザンビア気象部が2004年に作

成した，

生的ショックに対して消費がどれだけ低下するかで

ある．図1でショックの大きさが家計Aと家計B

で同じであると仮定すると，同じショックに対して

家計Bの消費の下落幅（c、rc。）の方が家計Aの消

費の下落幅（o、。一〇。）よりも大きいので，家計Bの

方がショックへの感受性が高いということができる．

ただし，感受性が低いほど望ましいというわけでは

ない．例えば，すでに消費水準が閾値を下回る慢性

的貧困にある家計では，新たな外生的ショックが起

こっても追加的な消費水準の低下幅はあまり大きく

ないと考えられる．上の定義にしたがえば，このよ

うな家計の感受性は低いが，望ましい状態にあると

は言えない．次に脆弱性であるが，感受性と異なり

脆弱性という．単語にはすでに価値判断が含まれてお

り，一般に脆弱であることは脆弱でないことと比べ

て良くないと見なされる．本特集号の他論文や黒崎

（2009）に見られるように，発展途上国の経済分析に

おける脆弱性の定義・指標は多種にわたるが，本稿

では，一定の大きさのショックに対してある家計の

消費水準が閾値を下回る事前の確率を脆弱性と定義

することにする．ショック以前の消費水準がすでに

閾値を下回っている家計についてはこの脆弱性の定

義をあてはめることはできないが，仮にその家計が

閾値の上に移行する可能性が無視できるほど小さい

ならば，脆弱性100％であると見なすことにしても

よい，図1の家計Aと家計Bでは，家計Aの消費水

準は常に閾値を上回り，家計Bの消費水準はショ

ックの後ではずっと閾値を下回っている．しかしシ

ョックを受けた場合に，家計Aは常に閾値より上

の消費水準が保証され，家計Bは常に閾値を下回

ってしまうとは，図1だけでは結論できない．本稿

の定義の下では，定性的に家計Bの方

が家計Aより脆弱であるということは

可能であるが，脆弱性を定量化するには

それぞれのショックに対する感受性およ

び閾値をデータに基づいて実証的に推計

しなければならない．

　感受性や脆弱性がショック自体の影響

を問題とするのに対して，回復力はショ

ックからの回復に関する指標である．も

し単数均衡のシステムを想定するなら，

工学的回復力の概念が適応され，回復力

とはショック後の消費水準の回復速度と

して定義できよう．図1に即すると，回

復速度は時間’、と’2日間のグラフの傾

きであり，家計Aなら（cグ。，。）／幡一’1）と書くこ

とができる．家計Bは消費が回復していないので

速度は0である．これより，回復力は家計Aの方

が家計Bより大きいと言える．回復力のこの定義

は単純であり，消費水準の時間的変化のデータがあ

れば簡単に計算できる，しかし，実際には回復速度

の比較のためにはショックの大きさをコントロール

する必要がある．そうでないと，受けたショックの

小さい家計は消費の落ち込みが小さい分だけ回復す

る幅も小さく，回復力が小さいことになってしまう．

　最後に，複数均衡のシステムを考えるならば，家

計Bはショックにより「高消費」から「低消費」

にレジームシフトを起こした例であると見なせる．

ここでいう「低消費」レジームとは，いわゆる貧困

の罠のことである．同じショックに対して家計B

だけがレジームシフトを起こしたことから，定性的

に家計Aの方が家計Bよりも回復力が大きいとい

うことができる．定量的に求めるには，生態学的回

復力とは元の均衡に回復可能なショックの最大値で

あるから，消費水準をちょうど閾値にまで低下させ

るのに必要なショックの大きさを推計する必要があ

る．

3．データ

3．1調査

　本稿で用いるデータは，総合地球環境学研究所が

2007年より実施している「社会・生態システムの

脆弱性とレジリァンス」（略称：レジリァンス・プロ

ジェクト）の一環として実施中の家計調査により得

られたものである．レジリアンス・プロジェクトは，

降水量変動に対する農家家計の脆弱性と回復力（＝
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レジリアンス）を実証するための家計調査の対象地

として南部アフリカにある内陸国ザンビアの南部州

を選んだ．南部州は図2に示す同国の4つの農業生

態区分のうちもっとも降水量の少ない地域1（年間

降水量800mm未満）に位置する．地域1は年間降

水量が少ないだけでなく，年ごとの降水量の変動が

大きく，同国の中でも早戸常並地帯として知られて

いる．しかも，調査地を選定した2006年の時点で

は旱越の傾向が強まっていることが指摘されていた．

例えば，1970年から2000年忌での30年間の平均

降水量を基準にすると，1990年から2003年の14

年間のうち平均降水量を下回った年は11回あり，

そのうち4回は平均値からの乖離が1標準偏差以上

であった（Jain（2006））．他方，平均降水量を上回っ

た年の乖離幅は3回とも1標準偏差以下である．

　ザンビアは国全体が標高1000～1500mの高原上

にあるが，ザンビア高原は南部州でザンベジ川にあ

る人造のカリバ湖まで一気に標高を下げる．ザンビ

ア高原の南端（標高およそ1200m）とカリバ湖岸（標

高およそ500m）では，直線距離にして40　kmほど

の区間で標高差が700mある．このカリバ湖岸の

斜面上でレジリアンス・プロジェクトが実施した広

域予備調査では，標高が高いほど年間降水量が多く，

標高の一番低いカリバ湖岸の平地で早魅のリスクが

最も高いことが，村人からの聞き取りや植生，農作

物の観察により確認できた（櫻井（2008a））．広域予

備調査の情報に基づき，こうした農業生態系の多様

性を狭い地域内でカバーするよう，斜面上で標高の

異なる3つのサイトをプロジェクトの調査対象地と

して選定した．3つのサイトは，サイトA（カリバ

湖岸の平坦地：標高およそ500m），サイトB（斜面

上の土地：標高およそ900m），サイトC（斜面上部

の比較的なだらかな土地：標高およそ1050m）であ

る．この3つのサイトは，半径15km程度の比較

的狭い地理的範囲の中に分布しているが，標高差に

より年間降水量が異なり，栽培される作物や自然植

生にも違いが観察される．しかし，市場アクセスや

民族文化などにはほとんど違いはない．3サイトの

特徴と比較については，レジリアンス・プロジェク

トが実施した予備調査およびセンサスの結果を参照

（櫻井（2008b））．

　家計調査は，センサスで得た情報に基づき，調査

対象家計が耕作する耕地がサイト内で広域に分散す

るよう考慮しながら，各サイトから無作為に選んだ

16家計を対象に行った．したがって，サンプル数

169

は3サイト合計で48である．

　家計調査は次の3つの項目からなる．（1）対象家

計の聞き取り調査，（2）対象家計構成員の身体計測，

（3）対象家計の圃場における降水量記録．第一の聞

き取り調査は，事前に用意した調査票に基づき，調

査員が対象家計を毎週訪問して実施するものである．

質問項目により，年に1回（家計構成員の特性，家

計の保有する資産など），月に1回（家計構成員の出

入り，資産の売買など），週に1回（農業生産の投入

と産出，消費，収入，聞き取り対象1週間の毎日の

時間配分，健康状態など）に分かれ．ている．第二の

身体計測は，専用の器具を使用して実際に測定する

ものであり，毎週の聞き取り時に同じ調査員が体重，

上腕周囲長，皮下脂肪厚を，さらに毎月の聞き取り

時には身長を計測した．最後の降水量については，

調査対象となった各世帯の圃場に自動雨量計を設置

した．自動雨量計は各圃場に降った雨量を30分ご

とに電子記録媒体に記録する装置である．各サイト

で16個の雨量計は高々半径5kmの範囲内に分布

しているに過ぎないが，サブサハラ・アフリカの半

乾燥熱帯の特徴として局所的な降雨の多寡が大きい

という点がある．すでにマリにおいてSakurai

（2006）が圃場レベルで降水量を計測し，降水量の多

寡が農家家計の対処行動に有意な影響を与えている

ことを示している．今回のザンビアの家計調査では，

マリで実施したアイディアを踏襲している．

　以上の3項目の家計調査は2007／08年雨期の始ま

る2007年11月半開始した．本稿を執筆している

2011年1月の時点で家計調査は継続中であり，

2011年11月で終了する計画である．本稿では，分

析可能なデータが得られる2007年11月から2009

年12月までの2年2ヶ月間を分析の対象とする．

3．2降水量

　調査対象地は旱越常襲地帯として知られるザンビ

アの南部州の中でもとりわけ降水量が少ない地域で

あると考えられているが，降水量の記録がないため

確かなことはわかっていない．調査対象地から最も

近い測候所は，30～50kmほど離れたザンビア高原

の上の都市チョマ（標高1350m）にあり，年間降水

量の長期平均はおよそ800mmである．サイトA

～Cは標高500mから10501nに位置するため，も

っとも標高の低いカリバ湖岸のサイトAの長期平

均は600mm程度なのではないかと推定され．る．

　図3は設置した雨量計により実際に計測した結果
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Zである．サイトごとに16か所の雨量計が記録した

値を週単位に集計し，平均値を求めた．次の7点が

指摘できる．①サイトA～Cの年間降水量の長期平

均はわからないが，多めに見積もって仮にチョマと

同じ8001nmであるとしても，2007／08年と2008／

09年の年間降水量は長期平均値を大きく上回るも

のであった．USAID（2008）によると，気象衛星に

よる推計では南部州の調査対

象地を含む地域で2007年10

月から2008年1月までの積

算降水量が長期平均値の

200％を超えているとしてお

り，　レジリアンス・プロジェ

クトの実測値を裏付けている．

②どのサイトでも，2007／08

年の年間降水量は2008／09年

の年間降水量を上回っており，

長期平均値との比較において

2007／08年がとりわけ多雨の

年であったと言える．
2007／08年が多雨年であった

ことは，調査対象地を含む南

部州の広い範囲に当てはまる

（USAID（2008））．

　③2007／08年の年間降水量

は，標高の最も高いサイトC

が標高の低い他のサイトより

有意に低い．サイトごとの通

常年に関する降水量のデータ

はないが，村人の一般的な認

識ではサイトCが最も降水

量が多いとしており，このこ

とは作物の選択や自然植生か

らも確認できる．したがって，

多雨年であった2007／08年に

は標高と年間降水量の関係に

逆転があったと考えられる．

④2008／09年の年間降水量は，

標高の最も低いサイトAが

標高の高い他のサイトより有

意に低い．上の議論にしたが

えば，2008／09年には標高と

年間降水量の関係は通常だっ

た．⑤2007／08多雨年におけ

る標高と年間降水量の逆転の

結果，サイトAにおいて2007／08年と2008／09年

の年間降水量のギャップは300mm近くに達してお

り，サイトCのギャップ40mmと比べるとサイト

Aの年間降水量の変動は極めて大きい．⑥以上の

ようにサイト間で年間降水量に違いがあるものの，

図3の週間降水量を見ると降水量の時間的な分布は

非常に似ている．すなわち，調査対象地のサイト



　1200
　1100
　1000
　　900

　　800

誓　700

皇600
巨　500

　　400

　　300

　　200

　　100

　　　0

　　　　　　　　　　　　　家計の脆弱性と回復力

図4．2007年12月の月間降水量の分布（サイトA）
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　　図5．サイトA内の雨量計の設置場所（＝●）

A～Cの降雨は，共通の気象的要因によりもたらさ

れていると考えられる．⑦2007／08年の多雨をもた

らしたのは，2007年12月に記録された大雨である，

この大雨はサイトA～Cに共通して見られるが，週

間降水量はサイトA（472mm），サイトB（402　mm），

サイトC（374mm）の順であり，サイト間の年間降

水量の順位と一致する．同様の大雨は2008年12月

や2009年12月には起こらなかった．

　ここまでの降水量に関する分析は，本来であれば

最も降水量が少ないと考えられるサイトAで
2007／08年に予想外の大雨になったことを示唆する．

実際サイトAにおける聞き取りでは，村人は
2007年12月の雨を「数十年に一度の大雨」と評価

していた．サイトAでは，この大雨で生育途上だ

ったメイズの大半が失われただけでなく，河川沿い

の畑は土壌ごと流失してしまった，また，サイト

Aと都市を結ぶ道路は洪水で橋が流されて不通と

なった．他方，サイトBやCでは，2007年12月

に大雨があったことは確認できるものの，サイト

171

Aのような顕著な被害は報告されて

いない．なお，大雨や洪水の被害はサ

イトAに限ったものでなく，南部州

を中心に局所的に各所で発生している

（USAID（2008））．このように，地域

全体が多雨であっても，被害の発生は

局所的である．そこで本稿は，実際に

被害の発生が報告されたサイトAに

焦点をあて，サイトAの2007年12
月の大雨に対する農家家計の脆弱性と

回復力を解明することにする．

　サイトAにおける2007年12月の
　　大雨の特徴を示すのが図4である．

　　サイトAの16家計を2007年12

　　月の月間降水量の少ない順に並べ

　　た．最小は834mm，最大は889

　　mmである．平均値869　mm，標

　　準偏差19．6mm，変動係数0．022

　　という分布からは，家計問の違い

　　はあまり大きくないことがわかる．

　　図5の地図にはサイトAの雨量

　　計の設置場所を示してある．雨量

　　計はカリバ湖岸の平坦地の狭い領

　　域に分布しており，降水量の空間

　　的変動が少ないこともうなずける．

　　なお2007／08年の年間降水量では

変動係数が0．025であり，大雨の降った2007年12

月の月間降水量に限定すると年間降水量よりもさら

に家計問の差が小さい．一方，2008年12月の月間

降水量は平均値320mrn，標準偏差16．2　mm，変動

係数0．051である．降水量は前年の半分以下になっ

ていて，家計間の差は拡大している．2008／09年の

年問降水量では変動係数が0．060になる．以上は，

大雨の被害は同じサイト内で共通の「同時発生

（covariate）ショック」である可能性を示唆するが，

変動係数0．022という数字に現れた「家計に固有な

（idiosyncratic）ショック」が有意な影響を持つか否

かはデータに基づき確i認しなければならない．もう

1つ確認すべき重要な点は，サイト内で多雨傾向の

ある場所とそうでない場所が予測可能なのかどうか

である．2008年12月の降水量が少ない順に並んで

いないことからも予測がつくが，2007年12月の降

水量との相関係数は一α18であり，統計的にゼロと

有意に異ならない．したがって，少なくとも2年間

の観測に基づく限り，それぞれのサイトの降水量の
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3．3　食料消費

　本稿では家計の経済厚生の指標として大人1人当

たりに換算した1週間当たりの食料消費を用いる．

家計調査では毎週，直前の1週間に消費した品目

（食料と非食料を含む）の量と金額を尋ねているが，

ここでは分析を食料消費に限定する．この食料には，

購入したものだけでなく，自家生産分と野外で採取

した食料，食料援助により配給を受けたもの，親類

や知人から贈られたものなどすべて含む．食料消費

額については，購入した食料の場合は実際に支払っ

た金額で評価し，それ以外の食料は市場価格に基づ

いて回答者が主観的に金額を評価した，また，消費

熱量は，消費した食料のうち熱量の比較的多い穀類

と豆類，イモ類に限定し，ザンビアの食品成分表を

参照して摂取した食料の総カロリーを計算した

（National　Food　and　Nutrition　Commission（2009））．

消費頻度は多いがほとんど熱量のない野菜類や野外

採取食料，および熱量はあるものの消費量が非常に

少ない畜産物や魚類は，摂取熱量計算から除いてあ

る．

　次に，このようにして週ごとに計算した大人換算

1人当たり食料消費額および大人換算1人当たり摂

取熱量を月のレベルで平均してその月の食料消費と

した．したがって，本稿の食料消費は週当たりの数

値であるが，データ頻度は月次である．食料消費額

については，さらにサイトAの月次の物価指数で

除して実質化した．物価指数については，レジリア

ンス・プロジェクトの調査データにより以下の方法

で作成した．まず，サイトA，B，　Cに共通の消費

バスケット（食料と非食料を含む）を2年間の消費デ

ータに基づいて作成した．消費の季節性を排除する

　　　　　T　　　　’一

　　　　①　　①　　①
　　　　o　　o　　o　　　　　　　　　サ　　　　コ
　　　　ぢ　）　o　　　　　む　　ゆ　　　　O　Z　O

収穫の始まる3月ころから下降を始める．

落の幅と下落が続く期間はその年の収穫により決ま

ると考えられるが，2008年には下落幅はごくわず

かであり，5月には再上昇を始めているのに対して，

2009年では収穫後に大きく下落し7月くらいまで

は低い水準を維持した．このことから，2007／08年

の大雨がサイトAやその周辺地域の農作物に被害

を与え物価の上昇を招いたことが推察できる．

USAID（2009）によるとサイトAに近いチョマのメ

イズの名目価格は2008年5月置ら2009年1月の間

に約1．7倍に上昇しており，図5の結果と整合的で

ある．なお，サイトAのメイズ価格の上昇は同じ

期間にほぼ2倍になっており，チ。マよりも上昇率

が局い．

　このようにして作成した大人換算1人当たり実質

食料消費額（単位は現地通貨のクワチャ（ZMK））と

消費した食料の大人換算1人当たりの熱量（単位は

キロカロリー（kcal））の毎月の推移を図7に示した．

なお，2007年11月時点のZMKと米国ドルの交換

率は，1USDが約4000　ZMKである．それぞれの

全期間を通じた平均値は表1である．まず，平均値

でみると1週一当たりの金額が8561ZMK，熱量が

12461kcalである．標準偏差が非常に大きいことに

は留意が必要である．食料消費を1日当たりにする

と，それぞれ1223ZMKと1780　kcalとなる．調査

開始時の2007年11月のサイトAにおけるメイズ

価格は1kg当たり974　ZMKであったから，1日当

たりの実質食料消費額の1223ZMKをメイズに換

算すると1日当たり1．26kgであり，その熱量は

4612kcalになる．一般に大人が1日に必要な熱量

は2250kca1とされていることから，調査地の人々

は調査対象の26ヶ月を平均して，メイズに換算す

れば必要熱量の2倍の食料を摂取することが可能で

目的で，特定の月の消費バスケ

ットではなく2年間の平均的な

バスケットとした．次に実際に

サイトAで観察された毎月の

物価を使ってサイトAの物価

指数とした．主食のメイズが消

費バスケットのおよそ半分を占

めるため，物価指数の動きはメ

イズの名目価格の動きと非常に

似たものになっている．物価指

数を図6に示した．通常であれ

ば雨期の問に上昇した物価は，

　　　　　　　　　　物価の下
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図7．大雨ショック後の消費変動
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門前の時期は大雨がなくと

も食料消費が減少するのが

通例なので，これだけでは

大雨のショックであるとい

うことはできない．消費額

の減少は3月まで続き，そ

の後は増加する月もあるが

全体としては低い水準で上

下を繰り返している．

2008／09年の雨期前後にも，

収穫後に一時的に．．L昇が見

られるが，全体としては消

費水準が回復する傾向はあ

まり強くない．それでも

2009／10年の雨期が始まる

2009年11月，12月ころま

平均値　標準偏差　最大値　最小値

全期間の平均2）

　実質食料消費額　　8561

　摂取熱量　　　　12461

基準月の平均3＞

　実質食料消費額　10440

　摂取熱量　　　　17477

3990　　　　27999　　　　656

7545　　　　61026　　　　106

5145　　　　27999　　　3410

6568　　　　35305　　　2537

　注　1）　各家計の各月の大人換算1人当たり1週間当たりの食料消費

　　　（実質額ZMKおよび熱量kcal）を平均した，

　　2）2007年ll月から2009年／2月の26ヶ月，

　　3）2007年11－12月前よび2009年ll－12月の4ヶ月，

あることを意味する．ただし，上で述べたようにメ

イズ価格は2007年12月以降に高騰し2007年11月

の2倍になった．それでも，1日に必要な熱量は確

保できる計算である．しかし，実際の調査データか

ら求めた摂取熱量の平均は1日当たり1780kcalし

かない．メイズよりも熱量の低いイモ類や葉菜類も

食べているのでメイズに換算した熱量を下回るのは

当然として，大人が1日に必要な熱量である2250

kca1をも下回っている。このことは，調査対象家

計の成人の男女のBMIの70％が正常であり，調査

地の人々の栄養状態は十分によいとするYamauchi

and　Kon．（2010）とは矛盾する結果である．消費頻

度が少ないことから熱量計算には入れていない畜産

物や魚類，自然採取した食料の熱量が無視できない

ほど大きいとも考えられるが，この点は今後の課題

とさせていただく．

　次に図7に基づいて，消費の変動を確認してみよ

う．食料消費額は，大雨のあった2007年12月のあ

とに大幅に減少している．ただし，雨期の後半の収

　　　　でには大雨ショック前の水準にだいぶ近づいてい
観察数
　　　　る．他方，摂取熱量の方は，2007／08年雨期と

　　　　2008／09年雨期に明確に低下しており，農業カレ
347
346　　ンダーにしたがった季節変動が明らかである．し

　　　　かし，2007／08年目収穫後の摂取熱量の回復は十

　59　分ではなく，2007／08年雨期の直前の水準にまで
　59　　　　は回復していない．2007／08年雨期の直前の水準

　　　　にまで回復するのは，2008／09年の収穫後，

　　　　2009／10年雨期が始まる前である．以上の観察に

　　　　基づき，本稿では大雨ショックによる消費の低下

　　　と回復の基準となる基準月を大雨ショック前の

　　　2007年11月と12月目よび2009／10年雨期の始め

　　　にあたる2009年11月と12月の4ヶ月とする．基

　　　三月の消費水準については表1の下半分に示した．

　　　食料消費額，摂取熱量いずれも基準月の平均値は全

　　　期間の平均値を有意に上回っている．

　　　2007／08年の収穫後の消費の回復が十分でなかっ

　　　たのは，2007年12月の大雨ショックにより収穫が

　　　大幅に減少したためであることは，生産量データは

　　　示していないものの確かであろう．その結果，図6

　　　に示したように，消費者物価の水準は2007／08年の

　　収穫後にわずかに低下しただけでその後は上昇を続

　　　けた．この食料価格の上昇が摂取熱量の回復をさら

　　　に妨げたと考えられる．その間，実質食料消費額は

　　　ほぼ一定に保たれていたが，主食であるメイズの価

　　格上昇が物価指数を上回るため，メイズの購入を減

　　　らして価格当たりの熱量の低い別の食料の割合を増

　　やしたためである．実際に市場で主食のメイズを購

　　入するだけの現金を十分に持っているわけではない
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図8．大雨ショック後の体重変動
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表2．調査対象家計の人口構成1）

平均値　標準偏差　最大値　最小値　観察出

する目的で，調査対象とな

った家計の成人（16歳以

一．ヒ）の毎月の平均体重を男

女別に確認した．図8では，

男女それぞれの調査期間中

の平均体重から，当該月の

平均体重の乖離率を示して

ある．もちろん，体重の変

化は食料摂取量だけでなく，

農作業などの労働強度の影

響も受ける．また，家計内

家計構成員数

大人男性数（12歳以上）

大人女性数（12歳以上）

子供数（12歳未満）

大人換算家計サイズ2）

大人男性比率3）

家長の年齢

家長の教．育年数

6．75　　　　　2．67

1．75　　　　　1，34

1，63　　　　　0，62

3，38　　　　　2．03

4．50　　　　　1，59

0．24　　　　　0．16

45．3　　　　　14．8

5．44　　　　　3．39

12　　　　3

5　　　0
3　　　　1

7　　　　1

8　　　　2．33

0．60　　　0．00

67　　　25

10　　　　0

6
6
6
6
6
6
6
6

1
1
1
1
1
1
1
1

注　1）　調査開始時点（2007年11月），

　2）子供（12歳未満）は大人の3分の1のウェイトで加算した．

　3）世帯員数に対する比率である，

　　　　　　　　表3．調査対象家計の保有資産1）

平均値雛欝最大値 最ノ」、f直　　観察数

耕作面積（ha）

家畜資産価値（104ZMK）

　牛（104ZMK）

　山羊・豚（104ZMK）

その他資産価値（104ZMK）

　耐久消費財（104ZMK）

　生産財（104ZMK）

世帯資産総額（104ZMK）2）

0．50

33、8

19．1

14，7

7，42

4．02

3．40

41．3

0．32

309

26．3

27．5

8．61

6．47

5．12

35．5

0，64

0．91

L38

187

1．16

1．61

1．51

086

　1．29

859

85．7

85．9

25．8

18．0

19．9

106

0．03

0

0

0

0．04

0

0．04

0．60

6
6
6
6
6
6
6
6

1
1
1
1
1
！
1
1

注1）調査開始時点（2007年ll月）．

　　　当たり．

　　2）　家畜資産とその他資産の合計．上地と家屋は含まない，

ため，メイズの消費は減少し，代わりに野外で採取

した食料の比率が高くなっている（Kitsuki　and

Sakurai（2011））．野外で採取した食料は木の根のよ

うにデンプン質を含むものもあるが，多くは葉っぱ

の類で熱量はほとんどない．そのため市場価格で評

価すると実質食料消費額は一定であるにもかかわら

ず，摂取熱量が低下したのである．

　ただし，この摂取熱量は，あくまで聞き取りに基

づくものであり，各人が実際に摂取した食料の種類

と重量から計算したものではない．そこで，この熱

量が実際に摂取したものを反映していることを確認

数値はすべて調査開始時点の大人換算1人

で食料配分が食料の必要量に応じたもの

でなければ，平均値でみた摂取熱量と各

個人の体重の変化には乖離が生じること

になる．そうした点に留意して図8を見

ると，まず2007／08年と2008／09年の2

回の雨期に男女ともに体重が減少してお

り，図7の摂取熱量の低下と一致してい

ることがわかる．2回の雨期を比べると，

2008／09年雨期の方が体重の減少が顕著

である．これは，2007年12月の大雨の

影響で2008／09年雨期にメイズ価格が高

かったことだけでなく，2008年乾期に

十分に食料を摂取して体重を蓄えること

ができなかったためであると考えられる．

また，2007／08年雨期後の体重の増加の

開始が，2008／09年雨期後と比べて遅く

なっている．これは，一部の農家が

2007年！2月の大雨でメイズを失った後

に再播種をしたため，通常年よりもメイ

ズの収穫時期が遅くなったことに対応し

ている．なお2007／08年雨期の後半に農

業従事の時間が大幅に増えていることは

家計構成員の時間配分データからも確認

されている（Nasuda　6’磁（2011））．以上，成人男女

の体重変化から，食料消費の変動が確認できた，

　ここまでの食料消費変動の分析をまとめると，

2007年12月目大雨が食料消費に影響を及ぼした可

能性が強いといえる。しかし，食料消費の回復につ

いては季節変動との区別を図から読み取ることが困

難である．そこで，以降の節で両者を区別するため

に回帰分析を行う．

3．4　家計の特性

　回帰分析を行う前に，説明変数の候補となる家計
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の特性について記述統計を元に説明しておく．まず，

表2は家計の人口構成についてである．調査地では

核家族が基本であり，家計のサイズは小さい．ただ

し，表2からは読み取れないが，核家族といっても

複数の妻を同居させているケースがいくつかある．

しかし今回の分析では妻の数については特別な取り

扱いはしなかった．

　次の表3は家計の保有する物的資産である．まず

耕作面積は平均値が大人換算1人当たり0．50haで

ある，サイトAのメイズの標準的な単収を1t／ha

とすると（Shimono　8’α／．（2011）），1人当たり年間

500kgのメイズを得られる計算になり，控えめに

見ても10当たり1kgのメイズ（熱量換算で3660

kcal）を確保することは困難ではないであろう．た

だし，耕作面積の広い農家は換金作物の棉花を栽培

しており，すべての土地が食料生産に使われている

わけではない．なお，1人当たりの面積の最小値は

0．03haであり極端に小さいが，この家計は牛を8

頭所有しており（調査対象家計の中で最高），農業生

産よりも家畜生産に特化していると考えられる．調

査地においては土地の売買はほとんどなく，貸し借

りも基本は無償であることから，土地には換金可能

な資産としての価値はほとんどない．

　他方，家畜や家財は売却可能であり，換金可能な

資産である．平均値でみると大人換算1人当たりの

資産の総額は約40万ZMKで，そのおよそ8割を

家畜が占める．すでに論じたように2007年11月こ

ろのメイズ価格はkg当たり約1000　ZMKだったか

ら，家畜の資産価値は340kgのメイズに相当する．

1日当たりほぼ1kgになるので，家畜は平均して

175

メイズ1年分の価値があると

いえる．しかし早三等で食料

生産が壊滅した時は，メイズ

価格も．．L話するので，平均値

の家畜資産水準では資産の切

り売りだけで次の収穫まで生

き延びることは難しい．しか

も，牛も小家畜（山羊・豚）も

資産保有の家計間の格差は大

きく，家畜保有額の非常に少

ない家計が存在する．変動係

数も！を超えており，耕作面

積の分布とは対照的である．

なお，牛と小家畜の資産価値

の合計である家畜資産価値の

標準偏差は，それぞれの家畜種の標準偏差よりも小

さいが，牛に特認した家計，山羊に特化した家計が

それぞれあるためである．その他の資産のうち，耐

久消費財にはテレビやラジオ，携帯電話などを含み，

生産財には牛耕の鋤，手鍬，荷車などを含む．それ

ぞれ変動係数は1を大幅に超えており，その他の資

産についても家計間の格差の大きいことがうかがわ

れる．耐久消費財を何も所有せず，生産財として手

鍬しか持たない家計は，その他の資産保有のもっと

も乏しい家計である．調査対象16家計中，2家計

がそれに該当する．

　このように調査対象家計の資産格差はかなり大き

い．とりわけ全資産に占める家畜の比率が非常に高

いことから，家畜資産の分布を図9に示した．図は

大人換算1人当たりの家畜資産額の少ない家計から

順に並べたものであり，横軸の番号は順位である．

一瞥すると，16家計は家畜資産保有で3つに分か

れる印象である．第…のグループは少ない順に1位

から4位までで，ほとんど家畜を所イ」していない．

次のグループは5位から9位までで家畜を所有して

いるものの，資産価値は2007年11月のメイズ価格

でも1年分に満たない．9位の家計と10位の家計

には見かけ上のギャップだけでなく，10位以上の

家計はメイズに換算して1年分以上の資産を持つと

いう違いがある．そこで本稿では，家畜資産の少な

い順にならべて9番日までを貧困層，10番目以降

を富裕層と名づけ，両者の比較を試みる．表4は，

表2と表3で示した家計の特性と資産について，富

裕層と貧困層の平均値を比較したものである．これ

によると，家計特性では富裕層では大人の男性の数
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表4．富裕層と貧困層の比較D

富裕層（η＝7）2、貧困層（刀＝9）2）　ざ『の検定3）

人的資本

　家計構成員数

　大人男性数（12歳以上）

　大人女性数（12歳以上）

　子供数（12歳未満）

　大人換算家計サイズ

　大人男性比率

　家長の年齢

　家長の教．育年数

物的資本

　耕作面積（ha）

　家畜資産価fil｛（104　ZMK）

　牛（104ZMK｝
　　山羊・豚（104ZMK）

　その他資産価値GO4　ZMK）

　耐久消費財（10弓ZMK）

　生産財（104ZMK）

　世帯資産総額〔104ZMK）

圃場における降水量

　2007年12月（mm）

　2007／08年雨期（mm）

　2008年12月（mm）

7．86（3．02）

2、57（1、40）

1．43（0．79）

3，86（2．54）

5．29（1．78）

0、34（0ユ6）

47．8（15．0）

5．00（3，61）

0．59（0，42）

63、4〔2L6）

37．0（31．4）

26，4（39．4）

10，6（7．89）

4．34（6．81）

6．28（6．34）

740（24，9）

866（23，3）

1571（424）

323（11．9）

5．89（2．15）

1ユ1（0，93）

L78（0．44）

3．00（L58）

3．89（1．18）

0．16（0．11）

43．2（15，1）

5．78（338）

0．44（0．23）

10、9（8．61）

5．16（7．89）

5．70（6．83）

4．94（8，74）

3．77（6．60）

1．67（2．48）

15．8（149）

871（17．2）

1580（29．4）

318（14．4）

3
1
3
8
9
ー
ユ
0

5
5
1
7
8
7
6
3

1
2
1
0
1
2
0
0

0，93

6，69寧”

2．62。’

1．38

1．34

0．17

223’事

5．82’纏

0，57

0，65

0．47

注　1）数値は各家計グループの’ド均値，括弧内は標礁偏ぎ．降水量を除きすべて調

　　査開始時点（2007年11mの《，のである．変数のf乍り方に関しては表2と表3

　　の注を参照．

　2）　富裕層は大人換算1人当たりの家畜資産価値が3〔｝力ZMK以上，貧困層は

　　同未満．

　3）差の検定の列の数値は’値で，有意水咋はそれぞれノ韓が／％，’喀が5％，

　　’が10％である．

が有意に多く，家計構成員数に占める大人男性の比

率も有意に高い．資産の方は，家畜資産が富裕層で

有意に高いのは当然であるとして，それが主として

牛の資産保有額の違いによることがわかる．平均値

でみると山羊・豚についても富裕層の方がずっと保

有額が大きいが，統計的には有意な違いではない．

家畜以外の物的資産では，生産財保有額が富裕世帯

で有意に大きい，しかし，耐久消費財については統

計的に有意な違いがないだけでなく，平均値もかな

り接近している．富裕層は牛を多く持つ家計であり，

牛耕のための鋤や牛に引かせる荷車を所有している

ことから生産財の保有額も高くなっていると理解で

きる．

　では，この家畜資産に関する富裕層と貧困層では，

大雨ショックとその後の消費の回復に違いがあるの

だろうか．まず，両者の問で大雨ショック自体には

差がないことを確認する．表4の下部に示したよう

に平均値で見ると2007年12月の月間降水量に両者

間の有意差はない．同雨期の年間降水量についても，

さらに翌年2008年12月の月間降水量にも平均値に

有意差はない．以上から，富裕層と貧

困層の間に生じる違いは降水量の差に

由来するものではないと考えられる．

　大雨ショック後の消費水準の変動を，

富裕層と貧困層それぞれについて示し

たのが図10と図11である．2007年

12月の大雨ショック後と2008／09年

の農繁期にそれぞれ消費の落ち込みが

あり，その後，ある程度回復している

パターンは，構図に共通であり，概ね

図7とよく似た傾向を示しているとい

えるだろう．しかし，子細に見るなら

次のような違いを指摘できる．まず，

富裕層の消費の方が変動が大きい．次

に，富裕層の消費は2009年末までに

は大雨ショック前の水準に回復してい

るようだが，貧困層は大雨ショック後

に消費が落ち込んだままである．この

ことを数値から確認するため表5を作

成した．．L段は分析対象とした26ヶ

月全期間の消費の平均値を富裕層と貧

困層で比較したものである．呼び名か

らくる予測に全く反して，平均値で比

較すると貧困層の消費が富裕層の消費

を有意に．L回っていることがわかる．

また，図10と図11の比較からも予測できるように，

富裕層の消費の方が変動が大きくなっている．した

がって，この部分からは，貧困層（あくまで家畜資

産について）は，富裕層に比べて消費平準化の傾向

が強いことが示唆される．両者の違いは，富裕層が

消費を平準化するよりも家畜資産を平準化する行動

を選択しているのに対して，貧困層は消費を平準化

しているという説明が可能かも知れない（Zimmer－

man　and　Carter（2003）；Miura　6’αZ．（2011））．表5

の下段は，表1の下段と同様に，食料消費の回復の

基準とする月の平均値である．基準月の4ヶ月に限

ると，富裕層と貧困層の消費水準の平均値には有意

な差はない．大雨ショック以前の2007年11月時点

で，富裕層と貧困層の家畜資産の保有額は図9や表

4から分かるように非常に大きな開きがあった．に

もかかわらずその時点で両者の消費水準に違いがな

いことは，家畜資産の乏しい貧困層でも，それ自体

が消費の制約にはなっていないことを示している，

以」＝，図10と図11および表5から仮説として考え

られることは，①家畜保有の多い富裕層の方が家畜
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図10．大雨ショック後の消費変動（富裕層）
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保有の少ない貧困層よりも大雨ショックによる消費

の減少が著しい（感受性が高い），②家畜保有の多い

富裕層の方が家畜保有の少ない貧困層よりも大雨シ

ョック後の消費の回復速度が速い（回復力が強い）．

そこで次の節では，回帰分析により，この仮説を検

証する．

4．計量分析

4．1消費成長関数

　まず食料消費に関してレジームシフトは起こらな

かったと仮定して，工学的回復力を考える．前節で

定義したように，工学的回復力はショック後の消費

の回復速度により計測できる．ショック後のどの期

0

問の回復速度を計測するの

かという点は後で論ずると

して，消費変化の速度（す

なわち消費成長率）は，以

下のように表せる．

1～5＝lo9（C∂一lo9（Cピト1）

　　　　　　　　　　（1）

1～露＝109（κゴ，）一109（κゴ，一1）

　　　　　　　　　　（2）

　ここでG，は家計ガの月

オにおける大人換算！人当

たり1週間当たりの実質食

料消費額であり，κf，は家

計ガの月オにおける大人換

算1人当たり1週間当たり

の摂取熱量である．式（1）

の∫～妥は実質食料消費額の

月’における成長率であり，

実質食料消費額の自然対数

値の前月（’一1）から当該

月（のの1月間に変化した

量である．他方，式（2）の

諮は摂取熱量の月’にお

ける成長率であり，摂取熱

量の自然体数値の前月
（オー1）から当該月（のの1

月問に変化した量である．

ショック後の回復期に成長

率の計測期間を設定すれば，

／蕗は実質食料消費額の回

復速度，R姦は摂取熱量の

回復速度であり，それぞれ

が工学的回復力の指標となる．

　この消費の成長速度を被説明変数とする消費成長

関数を，表6にまとめた説明変数に回帰する．推計

の基本的な考えは，消費の成長速度を，2007年12

月の大雨のうち各家計に固有なショックで説明でき

る部分，消費者物価の変動で説明できる部分，大雨

も含む全家計に共通なショックや物価以外の季節的

な要因などで説明できる時間ダミーの部分に分けて，

2007年12月の大雨のうち各家計に固有なショック

で説明できる部分を回復速度のひとつの指標とする

というものである．家計固有の大雨の影響を捕捉す

るための変数として，2007年！2月の各世帯の圃場

における降水量（SμOCκ∂と2007年12月以降の
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表5．富裕層と貧困層の消費1）

富裕世帯（％＝7）2）　貧困世帯（η＝9）2）　差の検定3）

全期間（26ヶ月）

　実質食料消費額（ZMK）

　摂取熱量（kcaD

基準月（4ヶ月）

　実質食料消費額（ZMK）

　摂取熱量（kcal）

7987（4760）

11465（8253）

10219（5597）

16036（7129）

8968（3292）

13163（6939）

10591（4889）

18465（6061）

2ユ4＊蔀

2．07寧卓

0．27

1．41

注1）各家計の各月の大人換算1入当たり1週間当たりの食料消費（実質額ZMK

　　および熱量kcaDを富裕層と貧困層ごとに平均した．括弧内は標準偏差．

　2）　富裕層は大人換算1人当たりの家畜資産価値が30万ZMK以L，貧困層は

　　同未満，

　3）　差の検定の列の数値は’値で，有意水準は榊が5％を意味する．

　　　　　　　　　　　表6．回帰分析に用いる説明変数

説明変数には時間ダミーを22個
（ル∫3～ルf24）さらに家計固有の大雨シ

ョックと時間ダミーの交差項を22個

（SμOCκ・ルf3～SHOCκゴ・M24）含む

が，すべての結果を示すには数が多す

ぎるのでショック発生期（2008年1月

～3月）に限定した．その代わり，シ

ョック発生期以降の区間を消費の特徴

から3つに分け，それぞれの区間につ

いてF検定を行った結果を表の下段

に示す．3つの区間は，短期的回復期

　　　　　　（2008年4月～10月），次

変数略号 説 明

M，

S遅OCκピ

五CP∫，

五且ノ＞D瑠

C且7’ム，

5ハ4Lレ酵

．4∬ETぽ，

．4Efy

E∠）砺

MA五E。

時間ダミー変数．‘は月の番号で，’幕1が2007年11月，F26が2009年12月

である，大雨以前の2007年11月（M】）と2007年12月㊥42），および十分に回

復したように見える2009年11月（M25）と2009年12月（M26）は基準月として

実際の回帰分析の際は除いた，

家言惇の圃場で観測した2007年12月の月問降水量（図4を参照）．調査対象家計

全体の平均値からの乖離率を計算して説明変数として使用した．分析の際には，

．ヒの月ダミーとSHOCκゴの交差項を作り，2007年12月の大雨ショックの月ご

との影響を見た．

サイトAの月次の消費者物価指数（図5参照）．自然対数をとった．

家計どの農業年〃における大人換算1人当たりの耕作面積．農業年は2007／08年，

2008／09年，2009／10年の3年を含む．2007／08年時点での調査対象家計全体の

平均値からの乖離率を使用．

家言廿の農業年クの開始時における大人換算1人当たりの牛の資産価値，農業年

は2007／08年，2008／09年，2009／10年の3年を含む．資産価値は月次の消費者

物価指数により実質化しているので，毎月，異なる値をとる．2007／08年の開始

時点のサンプル全体の平均値からの乖離率を使用，

小家畜（山羊と豚）の資産価値，作成方法は牛と同じ．

家計ガのもつ家畜と土地以外のその他の物的資産（生産資本とそれ以外の耐久消

費財を含み，家屋を除く）の資産価値．作成方法は牛と同じ．

家計ガの農業年〃の開始時における大人に換算した世帯員数12歳以上を大人

として単純に加算し，12歳未満は年齢によらず3分の1とした．

家計ガの家長の農業年〃の開始時における教．育年数．

家計ガの農業年シの開始時における家計構成員数に占める大人男性の比率

時間ダミー変数（M∂との交差項を用いる．この他

に消費者物価指数と時間ダミー変数が説明変数に加

えてあるため，この交差項は消費の成長速度のうち

2007年12月置大雨ショックの家計固有部分で説明

できるものを捉えることが期待される．上で説明し

たように被説明変数となる食料消費は月次データで

ある．分析対象期間は2007年11月から2009年12

月まで26ヶ月，調査対象家計の数は16なので，16

×26のパネルデータとなる．ただし，一部に欠損

があり完全にバランスのとれたパネルデータではな

い，推計は固定効果モデルとランダム効果モデルの

両方を行った．

　調査対象全家計を用いた推計の結果は表7である．

年度雨期（2008年11月
～2009年3月），長期的回

復期（2009年4月～10月）

である．なお，食料消費額，

摂取熱量，いずれについて

もハウスマン検定の結果は

固定効果モデルを支持しな

い．そこでランダム効果モ

デルの結果を中心に論ずる．

　まず家計固有の大雨ショ

ックと時間ダミーの交差項

の係数を見ると，有意な影

響は食料消費額については

2008年3月目なってから，

摂取熱量では2008年1月

に現れている．他方，時間

ダミーの係数は，食料消費

額，摂取熱量とも1月から

3月まで負であるが，食料

消費額は1月のみが有意で

あるのに対して，摂取熱量はどの月も有意である．

以上から，ショック発生期における食料消費の減少

に関して，全家計に共通な要因による減少に加えて，

2007年12月の家計固有の降水量ショックに応じた

減少があることを確認できた，すなわち，雨の多か

った家計ほど，食料消費を減少させている．有意な

影響の現れる月の違いについては，ショックを受け

た家計はまず熱量の低い食品への代替を行い，次に

支出自体を切り詰めると解釈できる，

　次に，回復期の消費成長率については後節で論ず

ることにして，ここでは下段のF検定の結果につ

いて触れておく．F検定によると家計固有の大雨

ショックと時間ダミーの交差項は短期的回復期と長
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表7，消費成長速度関数の推計結果1）

モ　デ　ル ランダム効果　　固定効果　　ランダム効果　　固定効果

説明変数

被説明変数 　実質食料
消費額成長率
　　（罵）

　実質食料　　　摂取熱量
消費額成長率　　　成長率
　　（羅）　　　　　（梯）

摂取勲量
成長率

　（織）

家計固有の大雨ショックと時間ダミーの交差項

　：SHOCκ歪・ルf3（2008年1月）

　：SμOCκ‘・M4（2008年2月）

　：S刀OCκf・M5（2008年3月）

　：5］りOCκf・躍6一云424

時間ダミー：M3（2008年1月）

　　　　　：ル∫4（2008年2月）

　　　　　：ルf5（2008年3月）

　　　　　：MrM24
消費者物価指数：五CP∫’

物的資本　　：ム4NDfy

　　　　　　；α47「ム，

　　　　　　：s二仏，

　　　　　　：且∬E乃

人的資本　　：メ1且y

　　　　　　：Eαん

　　　　　　＝M4五E歪μ

定数項

一1．87（4，13）

　6．20（6．26）

一8．69（4，53）穿

　含む
一〇．47（0．15）寧艸

一〇，11（0．16）

一〇．13（0ユ9）

　含む
一〇，41（0．20）纏

　0．05（0．05）

一〇．02（0，02）

一〇、00（0．01）

一〇．02（0．02）

一〇．00（OD1）

　0．00（0．00）

　0，23（0ユ2）寧

　0．10（0．15）

一4．60（542）　　　一6．25（3．22）寧

　3．56（6．73）　　　　9．57（9，37）

一11．3（5．79）寧　　一21．4（18，7）

　含む　　　　　含む
一〇．44（0．16）纏　　一〇．34（0．17）騨

一〇，06（0，17）　　一〇．80（0．28）掌榊

一〇．08（0．19）　　一〇．81（α44）窄

　含む　　　　　含む
一〇．57（0．22）艸　　一〇．35（0，46）

　OD3（0，08）　　　　0．ユ4（0，12）

一〇．03（0．05）　　　　0．08（0．07）

一〇，03（OD2）　　　　0，03（0．03）

　0．00（0．04）　　　一〇．17（0，10）康

一〇，08（0．04）串　　　0，00（0．03）

　0ユ1（0，12）　　　　0，01（0，01）

　0，05（0．53）　　　　0．31（0．27）

一〇．09（0，55）　　　　0．08（0，29）

一1．33（5．19）

　145（8．55）

一16．4（21，8）

　含む
一〇．37（0ユ8）寧

一〇．86（0．29）寧寧

一〇87（0，47）8

　含む
一〇．23（0，44）

　0．00（0．19）

　0ユ1（0ユ9）

　0，02（0．05）

一〇24（0．14）

一〇．02（0．09）

一〇．27（0．39）

　0．00（1．41）

　1．84（1．51）

F検定（∫Zo：すべての係数がゼロ）

　SμOCκ，・M6一』4、2（短期回復）

　SμOCκ直・M13一、耀17（次期雨期）

　SμOCκピ・ML5一ル∫24（長期回復）

　ハ46－M、2（短期回復）

　M、3一ルr、ア（次期雨期）

　MB一ル臨（長期回復）

　4つの物的資本変数

　3つの人的資本変数

ハウスマン検定

系列相関の検定（Wooldrige）

30．8艸掌

7．85

82．7桝

15，0桝

8．84

48．0掌寧寧

8．09郵

4．58

8
3
1
4

〔
」
3

5．26勅

1．53

7．87ゆ帥

2．93榊

2．17

ユ0．4桝

L91

1，61

10．α

5．53

45．38綿

13，1零“

13．5零8

10．9

10，3寧蔀

1．60

2．61

13．52）

0．63

0．89

429桝
1，91

422纏

183

L64

080

観察数
ム！2 0

1
0
2
3
α

0
2
0
2

3
α

Q
4
2

9
ワ
自
2
α

∩
コ
ー

Q
」
2

2
α

注　1）　括弧内は分散不均一性に頑強な標準誤差．寧帥，稗，’はそれぞれ有意水準1％，5％，10％を表す，

　2）系列相関がないことを棄却できるが，他のモデルと比較可能となるよう，誤差項の修正は行わ

　　なかった．

期的回復期の両方で，食料消費額と摂取熱量に有意

な影響を示している．しかし，次年度雨期の期間に

はどちらについても有意な影響がない，これは，食

料消費額については価格の影響が，摂取熱量につい

ては時間ダミーで捕捉される影響が優越しているた

めと思われる．

　物的資産変数と人的資本変数にはほとんど有意な

ものがない．しかし，下段に示すように物的資産変

数については，食料消費額，摂取熱量ともにF検

定で有意な結果となっていることから，何らかの有

意な影響を持つものと推定される．おそらく，多重

共線性のために個々の変数の係数が有意とならない

のであろう．また，物的資産の影響は，消費が低下

する局面と回復する局面で異なる可能性があるが，

この推計モデルではそれを区別するような特定化を

していない．したがって，物的資産変数が有意とな

らないのは無理からぬことである．この点について

も後節で論ずる．その代わり，物的資産が消費成長

速度に影響を持つ可能性があることから，すでに論

じたように調査対象家計を家畜資産により富裕層と

貧困層に分け，それぞれについて同様の推計を行う

ことにより，物的資産が消費成長率に及ぼす影響を

考察することにする．

4．2　富裕層と貧困層

　家畜資産により富裕層と貧困層に分けて推計した
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表8．消費成長速度関数の推計結果：富裕層と貧困層の比較1）

世帯；グループ 富裕世帯 貧困世帯 富裕世帯 貧困世帯

説明変数

被説明変数　　実質食料
　　　　　消費額成長率
　　　　　　　（R£）

　実質食料　　　摂取熱量
消費額成長率　　　成長率
　　（昭）　　　　　（瀦） 響

家計固有の大雨ショックと時間ダミーの交差項

　：∫HOCκ・ルr3（2008年1月）

　：SHOC瓦・M4（2008年2月）

　：SHOC凡・ル∫5（2008年3月）

　＝SμOC瓦・M5－M24

時間ダミー；M3（2008年1月）

　　　　　：ルf4（2008年2月）

　　　　　：ルf5（2008年3月）

　　　　　lM6－M24
消費者物価指数：五CP∫，

物的資本　　：五ANZ為

　　　　　　：c且丁ム，

　　　　　　：＆v乙レ詮

　　　　　　：〆155Ez，

人的資本　　：．4E瑠

　　　　　　：EZ）砺

　　　　　　：M4五個入

定数項

　2．64（2．15）

　0．46（5．98）

一9、04（6，03）

　含む
一〇．63（0．18）騨串

一〇，43（0，19）綿

一〇，40（0，31）

　含む
一〇．55（0．38）

　0，00（0．10）

一〇，01（0．04）

　0．0／（0，03）

一〇．03（0．03）

一〇、03（0．03）

　0．02（0，01）纏傘

　0．40（0，19）“庫

　0．34（0．26）

一10．1（5．32）寧

　10．1（4．93）窄8

－11．5（7．62）

　含む
一〇，33（0．21）

　0．12（0．21）

　0．08（0．24）

　含む
一〇，48（0．32）

　0．70（0，06）

一〇．16（0ユ！）

一〇．33（0．10）艸寧

　0，05（0，04）

　OD3（0．03）

　0．02（0．01）

一〇．16（028）

一〇，48（0．32）

一〇．09（5，34）　　　　一11．6（6．10）躍

　18．8（15．9）　　　一3，73（7，06）

一43．0（237）蔀　　　　7．61（10．4）

　含む　　　　　含む
一〇，57（0．48）　　　一〇．15（0ユ4）

一1，36（0．44）虐鱒　　一〇29（0．20）

一1，24（1．02）　　　一〇．56（0．34）

　含む　　　　　含む
一〇．52（094）　　　一〇．52（0．70）

　0．23（0，24）　　　　　023（0．18）

　0．06（0．12）　　　一〇ユ1（0，30）

　0．05（0，08）　　　　一〇．55（0．37）

一〇．00（0．05）　　　一〇ユ5（0，09）

　OD4（0．09）　　　　　0．00（0．03）

　0，02（0，02）　　　　　0．01（0．Ol）

　0，30（0．43）　　　　　0．31（0．27）

　0．06（0．62）　　　　　0，83（0．54）

F検定（飾：すべての係数がゼロ）

　5HOCκ・M6一ハム2（短期回復）

　SHOC凡・ルflジハ4、7（次期雨期）

　5HOCκf・M18－M24（長期回復）

　M6－M12（短期回復）

　ル∫13－M17（次期雨．期）

　几4、8一ハ424（長期回復）

　4つの物的資本変数

　3つの人的資本変数

ハウスマン検定

系列相関の検定（Wooldrige）

1503’榊

　39．06

212糊

783桝

　2．66

　4ユ・109艸掌

　13，24綿

　67，67庫輔

　1，30

　1，40

1015林富

　23，46韓率

　11．34拙掌

41げ綿

　21，48綿躍

　11，48綿

　10．73纏

　7．64癖

　7．39

　3．70

79．89目零

24．19鵯ホ

817躍牌

125艸掌

37．20艸寧

　9．6・109纏寧

23．21林寧

　5．62

　1．55

　2．71

31．64騨串

20，40纏寧

204纏寧

80．14寧榊

40．63廓曜噛

48．46林．

16，01桝

　3．06

　2．50

　0，02

観察数
R2 3

0

ワ
自
4

1
α

7
Q
ゾ
7
2
1
α

2
8
2
4
1
α

7
0

7
ワ
自

－
α

注1）すべてランダム効果モデルの推計結果を示す．
　　寧はそれぞれ有意水準1％，5％，10％を表す．

結果が表8である．ハウスマン検定の結果，すべて

ランダム効果モデルが支持されたため，表にはラン

ダム効果モデルだけを掲載した．まず食料消費額は，

富裕層には家計固有の大雨ショックの影響が明確に

は見えないのに対して，貧困層はショック直後の

2008年1月に有意に消費が減少している．それに

対して，2008年！月と2月の時間ダミーは富裕層

で有意に負になっているのが，貧困層ではどの係数

も有意ではない．すなわち，どちらの家計も2008

年の1月から3月に食料消費額を減らしているが，

富裕層の場合，減少率は家計固有の降水量ショック

に関係ないが，貧困家計は少なくとも1月について

は降水量が多いほど減少率が高い．摂取熱量につい

ても同様の関係が確認できる．すなわち，富裕層の

括弧内は分散不均一性に頑強な標準誤差．。騨　軸

消費は2007年12月の家計固有の降水量ショックに

関係なく減少しているのに対して，貧困層の消費は

2007年12月の降水量が多いほど減少している．た

だし例外は富裕層の2008年3月の家計固有大雨シ

ョック交差項である．これが有意に負であることか

ら，富裕層では貧困層と比べて大雨ショックの影響

が消費に現れるのが遅いとも考えられる．しかし，

図10と図！1を見れば分かるように月ごとにみた消

費は非常に上下の変動が激しいため，そのような単

純な推測は正しくない可能性がある．したがって，

消費の回復については各月の速度でなく平均速度に

基づいて論ずることにするが，それは次節で扱う．

富裕層において家計固有の大雨ショック交差項が有

意でなく，時間ダミーが有意であることは，（1）富



　　　　　　　　　　家計の脆弱性と回復力

表9．消費成長の平均速度の推計1）

全体（η；16）　　富裕層瞬＝7）　貧困層（η正9）
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弊鵬騨・携樋・
’　　　交差項　’　　　交差項　’

大雨シ
ョック
交差項

食料消費額の平均成長速度

　短期（2008年5月～）

　2008年8月目で

2008年9月まで

2008年10月まで

長期（2008年5月～）

2009年8月まで

2009年9月まで

2009年10月置で

摂取熱量の平均成長速度

　短期（2008年5月～）

　2008年8月まで

2008年9月まで

2008年10月まで

長期（2008年5月～）

　2009年8月まで

2009年9月まで

2009年10月まで

一〇，24寧

（3．63）

一〇ユ9掌

（2．91）

一〇ユ5

（221）

0．05

（0．06）

0．09

（0．37）

一〇．03

（0．03）

一〇．04

（0．25）

一〇．04

（024）

一〇，04

（0．22）

一〇．04

（0．25）

一〇．04

（0．37）

一α04

（0，22）

一〇．05

（1，40）　　（684）

一〇．50

（0．22）　　（7．45）

0．84　　－0，37寧林

（2．44）　　（7．63）

一〇，56榊傘　一〇．90

（1．47）

一〇，45癖縣　一〇、02

（0，37）

0．08

（1，51）

一〇．72　　－0．3888寧　一1，21榊

（0．14）　　（10．2）　　（5．41）

一〇．69　　－0．35融糧　一1．05料

（0．01）　　（7．93）　　（4．82）

一〇．91　　－0，34寧‘率　一1，66率申

（0．30）　　（7，33）　　（4．93＞

一〇．10　　　0ユ5　　－0，81率林

（0．50）　　（0．19）　　（21．5）

一1．64　　　　0．18　　－0，58榊傘

（093）　　（0．52）　　　（19．1）

0，60　　　　0．05　　　　3．30寧寧ホ

（0．99）　　（α03）　　　（33．3）

一3．07　　－0．23　　　　2．77

（L21）　　（2，66）　　　（0！14）

一2．79　　－0．20　　　　2．49

（0．46）　　（1．94）　　　（0．28）

一2．83　　－0．19　　　　1．65

（0，73）　　（1．69）　　　（0．27）

一〇．05　　　　0，07騨

（0．09）　　　（470）

一〇．02　　　－2，49榊

（0．02）　　　（4．19）

一〇，01　　　0．04掌率

（0．01）　　　（4．87）

0．07　　－3．32＊噛

（0．24）　　（4．94）

0，07　　－3．44軸

（0．31）　　（4．86）

0．07　　－3．32零喀

（0．23）　　　（5，63）

0．14　　　　0．04窄零

（025）　　（5，53）

0．16　　　－2．87廓零

（1．30）　　　（102）

0，04　　　－3．04率

（0．03）　　（3，74）

0．08　　　－6．92承寮

（1．04）　　　（3．92）

0．08　　　－6．29掌

（1．01）　　　（3．07）

0．08　　　－585掌

（095）　　　（3．34）

注　1）全体は表7に小したランダム効果の推計結果より，富裕層と貧困層は表8に示

　　した推計結果より計算し，Wald検定を行った．括弧内はκ2統計里，韓‘，蓼噸，承

　　はそれぞれ有意水準1％，5％，10％を表す．

次に物的資産変数は，対象家計を分

割しない場合と同様に，有意な変数

はほとんどない．しかし下段のF

検定の結果は，4つの推計式のいず

れでも物的資産変数の少なくとも一

つがゼロとは異なることを示してい

る．人的資本変数については，富裕

層の消費額について教育と男性比率

がいずれも有意となった．家長の教

育年数が長いほど消費成長率が高く，

家計構成員の大人男性比率が高いほ

どやはり消費成長率が高い．貧困層

では人的資本変数について同様の結

果は得られないが，下段のF検定

の結果から，少なくとも一つの変数

はゼロでない係数を持つことがわか

る．しかし摂取熱量では富裕層，貧

困層ともに人的資本の影響は見られ

ない．富裕層でとりわけ，家計構成

員の所得獲得能力が消費支出額に影

響していると考えられる．

裕層には大雨の影響はなく，消費変動は季節変動で

あった，（2）富裕層には大雨の影響はなく，消費変

動は価格の変動など大雨以外のマクロ要因に応じた

ものであった，（3）富裕層にとって大雨は伺時発生

ショックであり，個別家計に発生したショックでは

なかった，いずれかの解釈が成り立つ．しかし，個

別の時間ダミーの係数を含味した結果からは，富裕

層にとって大雨は同時発生ショックであったという

解釈（3）が最も妥当であるとの示唆が得られた．

　他の変数の推計結果を見ておく．まず，ショック

発生期以降の大雨ショック交差項と時間ダミーにつ

いては表8の下段に示してある．富裕層の食料消費

額の次年度雨期を除いて，すべての期間で少なくと

も一つの係数がゼロと有意に異なることが分かる．

4．3　消費成長速度

　前節までの定性的な議論により，

2007年12月の大雨ショックのうち

家計に固有の部分が食料消費の減少

をもたらしたこと，その傾向は家畜

資産の多寡により異なることを示し

た．また，ショック発生期以降を3

期に分けて行った大雨ショック交差

項群のF検定から，2007年12月
の大雨ショックは発生からほぼ2年後の2009年10

月まで持続している可能性があることもわかった．

そこでこの節では，次の方法で消費成長速度の平均

値を求め，富裕層と貧困層で違いがあるのかを検討

する．

　まず平均速度を求めるためには，どの区間の平均

をとるかを決めなければならない．そこでショック

発生期以降の3期にしたがって，短期的な回復の平

均速度は2008年4月から2008年10月までの7ヶ

月間を対象に計測する．しかし，月々の変動が大き

いことから，回復の始点は2008年4月で固定する

ものの，終点は2008年8月から10月までの3ヶ月

の幅を持たせ，それぞれについて平均速度を求め安

定した値が得られるかどうか検討した。他方，長期
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的回復期は2009年4月から2009年10月と定めた

ので，平均速度を計測する区間として2008年4月

から2009年！0月までの17ヶ月とし，短期の場合

と同様に終点については2009年8月から10月まで

の3ヶ月の幅を持たせる．なお平均速度の計測には，

表7と表8で示した消費成長関数の推計結果をその

まま用いるが，推計式の左辺が対数の差分であるこ

とから，推計で得られた各月の係数を単純平均した

ものがその区間の平均速度となる．この値が有意に

正であれば，家計はショックから回復しつつあると

解釈できる．

　以上の方法で区間ごとに求めた消費成長の平均速

度を表9に一覧にした．有意水準は単純平均により

求めた平均速度がゼロと有意に異なるかどうかを

Wald検定した結果であり，括弧内はκ2統計量で

ある．まず対象家計全体を使った推計結果（表7に

対応）を使って速度を計測した場合，時間ダミーの

一部に有意に負なものがあるが，全体としてほとん

ど有意な結果は得られず，平均速度はゼロ，すなわ

ちショックからの回復が検出できないということに

なった．これは，平均速度の異なる多様な家計が含

まれているためであると考えられる．

　次に家計を富裕層と貧困層に分けた推計結果（表

8に対応）を使って速度を計測した．まず，食料消

費額の短期的な成長速度からは，富裕層では時間ダ

ミーで捕捉できる食料消費額は有意に減少している

のに対して，貧困層では時間ダミーで捕捉できる食

料消費額の変動はない．食料消費額の長期の平均速

度も短期と同様であり，時間ダミーで捕捉できる平

均速度は富裕層でのみ有意に負となっている．この

ことは富裕層に属する家計が共通して短期的にも長

期的にも，食料消費額を減らしており，集計的なシ

ョックから回復できない傾向があることを意味する．

次に，家計固有の大雨ショックと時間ダミーの交差

項に応じた成長速度については，短期では富裕層の

成長速度は有意でない．貧困層の成長速度は有意に

計測されたが，終点の取り方により符号が異なって

おり安定的な傾向は見いだせない．長期の方は，短

期の傾向と明らかに異なっている．富裕層，貧困層

　ともに，終点の取り方によらず2008年4月からの

平均速度は有意に負であるが，絶対値で見ると富裕

層の方が貧困層よりも常に小さい．これは家畜資産

　を多く持つ富裕層の方が貧困層よりも長期的に見た

食品消費額の低下が緩やかであることを意味してお

　り，消費でみた富裕層の回復力が貧困層よりも相対
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的に強いということができる．

　表9の下半分は摂取熱量についてである．食料消

費額の場合と違って，富裕層の時間ダミーによる平

均速度が短期，長期ともまったく有意ではない．ま

た大雨ショックに基づく短期平均速度は，富裕層と

貧困層ともに有意に計測されている．しかし，終点

の取り方により正の影響と負の影響が混在しており，

一定の傾向は見いだせない，他方，家計固有の大雨

ショックに基づく長期平均速度については，富裕層

では係数はどれも正であるが有意ではないのに対し

て，貧困層では負で有意にゼロと異なる．このこと

は，摂取熱量でみるとより明確に，富裕層の食料消

費の長期的な成長速度は貧困層の成長速度より速い

ことを意味しており，富裕層の回復力が大きいとい

える．

　なお，表9の数値の解釈は以下のようである．調

査地の2007年12月の降水量の平均が約8701nm，

標準偏差が約20mmであることから，1標準偏差

分の大雨は0．023の偏差にあたる．貧困層の摂取熱

量の例では表9より計測された長期平均速度が

一6．92と一7に近いので，仮に一7とすると，実際

の成長率はExp（一7＊0．023）＝0．85となる．つまり

摂取熱量は85％に減少する．

4．4物的資産

　前節までは家畜資産に焦点をあて，資産保有水準

により調査対象家計を分割し，富裕層と貧困層のそ

れぞれについて消費成長関数を推計することで比較

をした．しかし説明変数に含まれる資産変数自体は

多重共線性のためかほとんどが有意ではなかった．

しかし資産変数の直接的な影響を知ることも重要で

ある．そこで，この節では，資産が消費成長速度に

及ぼす影響はショック後の時期により異なることが

予測されることから，それぞれの期間に対応するダ

ミー変数を作成し，資産の影響を期間ごとに確認す

る．新しく加えた変数は，4つの期間に対応するダ

ミー変数（月ごとの時間ダミーでなく期間ダミーを

新たに作成した）とSπOCκ歪の積に各物的資産変数

を交差して作成した．これを前節で推計した消費成

長関数の説明変数に加え，調査対象の全家計を対象

に再推計を行う．これにより，家計のそれぞれの物

的資産の水準が，当該期間の消費成長速度のうち家

計固有の大雨ショックで説明できる部分に及ぼす影

響を推計する．

　推計結果のうち資産変数に関するものだけを表
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表10．物的資産が消費成長速度に及ぼす影響1）

被説明変数
　　　　　食料消費額成長速度　摂取熱量成長速度
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説明変数

ショック発生期

　五！1ND，ジD㍑〃z〃瑠ノ∂γ（ハf3一ルr5）・S、厚OCκゴ

　C47「ムグD襯卿ノ∂7（M3－M5）・SHOCκf

　sn4五レ㌔，・Oz6〃z〃zシプ『oγ（ル匿3一ル∫5）・SμOCκゴ

　A∬E7ゼD襯脚〆加（M3－M5）・S刀OCκゴ

短期的回復期

　五！1／VDゼP朔脚ゆγ（ルf6－M12）・8厚OCκ、

　CA　7’五ゼD襯7πシプ加（M6一躍、2）・SμOCκゴ

　5M乙Kピ・Dz〃ηηz㌢ノb7（ルゼ5一ル112）・S厚OCκゴ

　直∬E7｝，の観〃〃ノbγ（ハf6一ルグ12）・紐OCκ∫

次期雨期

　Z，／4NDゼρ襯〃z好加（M、3－M、7）・5μOCκ，

　C且7「∠，ゼ0πηzηzシ∫b7（ルr13一ルf17）・3∫∫OCκご

　SM乙レ！1，・D御ηz解〃プ∂γ（ルr13一ハ417）・3μOCκf

　・4∬E7レ∠）研襯シ乃7（ルf13－M17）・S∬OCκ

長期的回復期

　話NDゴジ加〃z〃zシルプ（ハ4、8一ルω・S∬OCκ‘

　C／17「ム，・D㍑η～規シノ加（ル118一ハ424）・8μOCκ歪

　5ルπ仏，・Dκ麗規シノbγ（ハ418一ルf24）・SμOCκゴ

　！4S8E7㌃，・D鰯耀〃ノb7（ルゼ18－M24）・S万OCκご

6．67（3．21）桝

0．54（2．81）

2．82（1，38）寧＊

一6．92（4．02）承

一〇，24（325）

4．90（2，99）

　1．67（1ユ5）

一4．56（390）

　1．63（3．18）

一〇77（3．30）

423（6．71）

一4，33（7．44）

2．20（2．77）

一3．77（2．80）

4．58（6．56）

7．19（588）

12．0　（8．51）

一4，00（6．62）

0．08（3，07）

一1．48（10．3）

　980（10．3）

　24．5　（7．47）綿躍

　13．1　（3．37）串一

一39．0　（13．8）榊噛

40．1　（152）零榊

一17，7　（9．37）串

一39．5　（25，4）

20．0　（233）

一15．3　（3，67）桝ホ

　13，4　（7．20）寮

一6．78（13．4）

一〇，96（9．74）

観察数
ム～2

300

0、405

299

0．611

注　1）用いた説明変数は，上に示した物的資産とショックの交差項以外はすべて表7と同じで

　　あるが，推計結果の表示は省略する．調査対象家計全体を対象にランダム効果モデルによ

　　り推計した，括弧内は分散不均一性に頑強な標出隅差．ゆ韓，櫛，蓼はそれぞれ有意水準1％，

　　5％，10％を表す，

！0に示す．まず，食料消費額については，資産保

有の影響があるのはショック発生期に限られている．

土地を多く持つ家計は有意にショックを緩和してい

る．これは，事前に耕地を分散化していたために大

雨被害の発生を軽減できた可能性があり，また事後

的にメイズを再播種する土地を十分に持っていたと

いう可能性もある．小家畜も有意にショックを緩和

しているが，これは家畜の売却により対処したため

であろう．その他の資産については，ショック発生

期に有意に負となっているが，その理由は今のとこ

ろ不明である．それ以外の期間では有意に推計され

た係数はない．しかし，期間ごとに4つの変数につ

いてF検定を行った結果，次期雨期については有

意水準1％で少なくとも一つの係数はゼロと有意に

異ならないという結果となった．おそらく多重共線

性の問題が残っているのであろう．しかし，短期，

長期の回復期においてはF検定でも有意でないこ

とから，雨期にのみ資産が有意な効果を持つことが

わかる．したがって，資産は食料消費額の低下を緩

和すると言えるであろう．

　摂取熱量については，ショック発生期にはどの資

産も有意な影響を持たなかっ

たが，その後の短期的回復期

では牛と小家畜の資産が有意

に消費の成長を速めている．

しかし，ここでも理由は不明

であるが，その他資産は消費

の成長速度に有意に負の影響

を示す．次の雨期には土地は

正で有意，牛は負で有意の影

響，その後の長期的回復期に

は逆転して土地が有意に負，

牛が有意に正という結果とな

った．長期的回復期に家畜資

産が摂取熱量の成長速度を高

める効果は表9の結果と一致

している．

　資産が摂取熱量に関してシ

ョックの緩和に役立たないこ

と，その後の短期的回復には

家畜が重要な役割を果たすこ

とは確認できた．しかし，次

の雨期と長期的回復期での土

地と牛の符号の逆転について

は解釈が難しいが，牛につい

ては雨期には白白のための生産財として重要な価値

を持つので売ることができず，逆に消費が低下する

ということが起こっているのではないか（資産平準

化）．乾期には生産財としての資産価値が低下し，

換金可能な（あるいは消費可能な）な資産となるもの

と考えられる．この可能性については，Miura
（2011）が論じている．

4．5　回復力，感受性，脆弱性

　最後に冒頭に与えた定義にしたがって，分析の結

果を回復力，感受性，脆弱性という観点から解釈す

る．まず回復力はショック後の消費の成長速度であ

るから，結果は表9にまとめた通りである．まず，

大雨ショックの発生から1年以内の短期では，消費

の上下変動が大きく，「回復」と呼べるような安定

した状態にはなかった．しかも，次の雨期を超えて

1年以上の長期でみると，消費成長の平均速度は比

較的安定して負であって，調査対象家計が回復でき

ていないことが示されている．ただし，相対的には，

食料消費額と摂取熱量ともに富裕層の回復力が貧困

層の回復力を有意に上回ることがわかった．富裕層
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と貧困層の回復力の差は，食料消費額よりも摂取熱

量の方でより顕著である，富裕層は家畜資産の多い

家計であり，家畜の売却が消費減少速度の緩和に貢

献しているものと思われる．計測された摂取熱量の

消費成長速度は貧困層では有意に負であるが，富裕

層の推計値はプラスではあるものの統計的にはゼロ

と有意に異ならない．したがって，2009年10月ま

でに少しでも回復した家計は限られていると思われ

る．なお，長期的回復期には家畜の中でも牛が摂取

熱量の成長速度を有意に高めている．このことは表

10からも確認できた，

　次に感受性は，同じ大きさのショックに対して，

消費がどのくらい反応（減少）するかである．減少速

度については明示的には考慮していない．まず調査

対象家計全体を対象にした表7をみると，家計固有

の大雨ショックの影響は2008年1月遅摂取熱量に

現れ，2008年3月になって食料消費額に現れた．

計算すると，12月の降水量が1標準偏差（約20

mm）上昇すると摂取熱量は約87％に減少，食料消

費額は約82％に減少となる．これが全体の平均的

な感受性である．では，感受性は富裕層と貧困層で

異なるのか，まず表4に示したように富裕層と貧困

層で2007年12月の降水量に違いはない．つまり平

均的には同じショックを受けたと見なされる．しか

し，表5からわかるように，富裕層と貧困層では基

準月の食料消費額や摂取熱量に違いがないのに，26

ヶ月の平均値を比べるといずれも貧困層の方が有意

に高い．このことは，富裕層においてショック後の

消費の落ち込みが大きかったことを意味するので，

定義により富裕層の感受性が高いといえる．しかし

表5では消費の低下が大雨ショックに起因するのか

どうかは問題としていない．そこで，表8に基づい

て家計固有の大雨ショックのみに焦点を当てた比較

を行う．

　表8を見ると，摂取熱量については明らかに富裕

層の消費の低下の方が貧困層よりも大きく，富裕層

の感受性が高いことがわかる．ただし，貧困層が1

月に反応し，富裕層が3月に反応するという点は，

感受性に「反応するまでの時間」という観点も加え

るなら，貧困層の方が速く反応しているので，その

意味では感受性が高い．一方，食料消費額について

は，富裕層では有意な推計がなく，貧困層でも1月

が負，2月が正という具合に安定していない．した

がって，食料消費額について感受性の比較は明らか

ではない．しかし，表8の富裕層の時間ダミーはそ

の期間，有意に負の係数をとっている．このことは，

すでに前節で論じたように，富裕層にとって大雨シ

ョックは，少なくとも消費低下の局面では同時発生

ショックであったことを意味する．表5の平均値は

大雨ショックのうち全家計に共通する部分の影響も

含んでいることに留意すべきである．

　ではなぜ富裕層の方が家計固有のショックに対す

る感受性が高いのだろうか？　富裕層の特徴は表4

からわかるように牛を相対的に多く所有しているこ

とである．しかし，牛は雨期においては重要な生産

財であり，また1頭当たりの価格が高いので換金性

は小家畜と比べて低い．そのため，ショック発生後

の短期的な消費の低下には有効な資産ではない．む

しろ長期的な消費回復に有効な資産である．この点

は表10に基づく議論で触れている．牛という資産

のこのような特性のため，富裕層の方が貧困層より

も感受性が高いことになるのである，

　最後に脆弱性について考える．定義にしたがうと，

レジームシフトを起こすか否かを決める消費水準の

閾値を求める必要がある．ここでレジームシフトと

は，消費水準が回復せずに慢性的貧困に陥ることで

ある．表9の結果から，調査対象家計全体としては

短期的にも長期的にもショック後に有意な消費の成

長が起こっていない．このことは，平均的にはショ

ックにより消費が低下したまま慢性的貧困に陥った

と見なすことができよう（高々2年間ではあるが），

したがって，閾値はショック前の消費水準とショッ

ク後の消費水準の間にあるはずである．では個別に

みるとどのような家計が脆弱だったのだろうか．表

9によると，貧困層の消費成長の長期的な平均速度

はマイナスであり，富裕層の方は摂取熱量に関して

成長速度はゼロか有意ではないが正の値をとってい

る．したがって，富裕層において消費の低下が閾値

に達していない確率が高いと想像できる．しかし，

感受性のところで論じたように，少なくとも平均値

で見る限り，富裕層の方が消費を低下させている．

富裕層が貧困層以上に大雨ショックに反応して消費

を減らしたにもかかわらず，富裕層の方が消費を回

復させ，貧困層は消費の回復がないとするならば，

閾値となる消費水準を設定することは困難であり，

定義にしたがって脆弱性を評価することもできない．

本稿の富裕層と貧困層の比較からは，富裕層が消費

を回復する傾向にあるのは，富裕層が牛を多く所有

するためであることが示唆されている（表9および

表10）．したがって，脆弱性（ショックの後に慢性
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的貧困に陥る確率）を決めるのは，ショック後に消

費がどれだけ低下するかではなくて，ショック以前

に消費回復の手段をどれだけ持っているかであろう．

本稿で採用した家畜資産による富裕層と貧困層の区

分は，まさに脆弱性の低い層と高い層に対応してい

たことがわかる．脆弱性は慢性的貧困に陥る「確

率」であるという本稿の定義に基づけば，定性的な

議論でなく，確率を計算すべきであるが，それにつ

いては今後の課題とさせていただく．

5。結論

　本論文は，従来の消費平準化に関する研究ではほ

とんど扱われてこなかった消費水準の回復に焦点を

あて，回復の有無・速度や回復を促す要因を実際の

データに基づいて計測した．その目的で，まず消費

の回復力について新たな実証可能な定義を提示し，

関連する概念である感受性や脆弱性との関係を整理

した．

　実証に用いたデータは南部アフリカのザンビアの

旱魎常襲地帯の南部州で2007年11月から2009年

12月までの26ヶ月にわたり48家計を対象に実施し

た家計調査による．回復力を計測する上でこのデー

タの特長といえる点は，（1）順次調査に基づき，26

ヶ月にわたる月次の消費パネルデータを作成した，

（2）各家計の主たる圃場に設置した雨量計により30

分ごとの降水量が記録され．ており，それを月次デー

タに集計した，（3）調査を開始した直後の2007年

12月末に住民にとって全く予期せぬ大雨が降り，

調査地では農業生産に被害が発生した，の3点であ

る．本論文では，中でも平年と比べて大雨の程度が

最も高く，農業生産やインフラに被害が発生したカ

リバ湖岸の平地上にあるサイトAの16家計を対象

に分析を行った．この16家計は半径5km程度の

範囲に分布しており，農業生産条件，市場アクセス，

民族・文化等はほぼ同一である．この16家計は同

時にこの大雨を被ったが，各家計の圃場に設置した

雨量計により家計ごとの降雨量を知ることができる．

そこで各圃場における雨量データをもとに，家計固

有の大雨ショックを計算し，そのようなショックに

よる消費の低下とその後の回復を，16家計に共通

な大雨ショックや季節変動による消費の低下・回復

から区別する．

　2007年12月の大雨ショックに対する消費の反応

を捉える目的で，本論文では，大人換算1人当たり

の実質食料消費額および摂取熱量の成長率を被説明

185

変数とする消費成長関数を推計した．推計結果に基

づいて消費の回復力を測定した結果，大雨ショック

により消費が低下した2008年3月以降5～7ヶ月問

の短期でも，17～19ヶ月間の長期でも，16家計全

体については消費が回復している証拠は得られなか

った．しかし，16家計を家畜保有額（牛と山羊・豚

の小家畜の合計）の大きい富裕層と小さい貧困層に

分割して同様の回復力を計測したところ，長期につ

いては食料消費額および摂取熱量のいずれも富裕層

の回復速度が相対的に速かった．他方，短期につい

ては回復に関して一定の傾向は見いだせない．以上

から，家畜資産が消費の回復力の要因となっている

ことが明らかとなった．さらに物的資産ごとの消費

成長速度に及ぼす影響を分析した結果，牛の保有額

が有意に長期の回復力を高めていることがわかった．

　ショックに対する消費の感受性も，消費成長関数

の推計から知ることができる．その結果，摂取熱量

については富裕層の方が貧困層よりも感受性が高い

ことが示された．しかし，食料消費額については，

どちらの層についても明確な傾向は見いだせなかっ

た，その理由として，富裕層にとって大雨は同時発

生ショックだったということが考えられる．

　富裕層と貧困層と比べると，富裕層は貧困層より

同時発生ショックと家計固有のショック両方に対す

る感受性が強いが，その後の回復力も大きい．富裕

層の特徴は牛を相対的に多く所有していることであ

る．牛は雨期においては重要な生産財であり，また

換金性は小家畜と比べて低いので短期的な消費回復

の手段としては使われないが，長期的には換金され

消費回復に効果を発揮する．そのため，富裕層の方

が貧困層よりも感受性が高く，回復力も高いことに

なるのである．

　本研究では脆弱性については，ショックにより消

費水準が閾値を下回り，そのまま消費水準が回復せ

ずに慢性的貧困に陥る確率として定義した．富裕層

と貧困層を比較すると，貧困層は消費が回復してい

ないため慢性的貧困に陥ったと見なされる．しかし，

ショック前には両者の消費水準に違いがなく，しか

もショックに対する感受性は富裕層の方が高いため，

富裕層は貧困層よりも消費水準が低くなった．この

条件では消費水準に閾値を設定することはできない

ため，本論文で定義した脆弱性は計測することがで

きなかった．逆に，本論文の分析が明らかにしたの

は，ショック後に慢性的貧困に陥るか否かは，ショ

ック以前の家畜資産水準により決まっている可能性
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が強いことである．本論文では資産水準の閾値を求

めたり，慢性的貧困に陥る確率を計算したりはしな

かったが，今後の課題とする．

　本論文は，調査対象の家計が大雨ショックに反応

して長期的に消費を減らしたことを明らかにした．

しかし，体重の変化を見ても了解できるように，破

滅的な被害を被ったというほどではない．消費の破

滅的な低下を食い止めるために各家計がどのような

対処をしたのかについては本論文では直接的には扱

わなかった、しかし，現地での観察からは，家畜の

売却，非農業労働の増加，野生動植物の採取および

消費の増加，援助物資の受け取りなどがわかってお

り，それぞれ別の論文で扱っている．消費成長にお

ける家畜の役割は本論文でも明らかにしたが，

Miura　6’認（2011）は大雨ショックに対応した家畜

資産の変動や売買に関して詳細な分析をした．

Nasuda召’α∠（2011）は，家計構成員の時間配分につ

いて2007／08年雨期・乾期のおよび2008／09年雨

期・乾期について比較し，2007／08年雨期・乾期に

農業労働時間，非農業労働時間，野生動植物の採取

時間の時間が顕著に多く，その結果，総労働時間が

増えていることを示した．大雨ショックの影響には，

消費の減少だけでなく，労働時間の増加による不効

用があることがわかる．さらに，Kitsuki　and

Sakurai（20！1）は大雨ショック後に消費に占める野

生動植物や援助食料の比率が増えていることを明ら

かにしている．このように，家畜資産の利用の他に，

労働力に依存した様々な対処をしていることがわか

る．この点は，消費成長関数の推計の結果，家計構

成員数に占める大人男性の比率が有意になっている

こととも整合性がある．また，野生動植物の採取と

消費がショック後の消費に一定の役割を持っている

ことから，そうした野生動植物を供給できるような

自然環境の維持も回復力にとって必要なことであろ

う．本論文では，回復力と感受性を計測する手法を

示し，データに基づき実測するにとどめた．家計の

様々な対処行動や家計を取り巻く自然生態系と回復

力や感受性の関係を解明するのは今後の研究の課題

としたい．

　　（一橋大学経済研究所・一橋大学大学院経済学
　　研究科大学院生・一橋大学大学院経済学研究科
　　大学院生・一橋大学大学院経済学研究科大学院
　　生・北海道大学大学院保健科学研究科・東北農
　　業研究センター）
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